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研究成果の概要：本研究では、地理的・歴史的・文化的に最も近い関係にあり、子どもや親・

家族を取り巻く現状、法や政策などにおいても多くの近似性や共通性を見出せる日本と韓国に

ついて、子どもの安心・安全が脅かされている問題状況や対策を検証し、「子どもの安心・安全

と救済制度」の課題を明らかにした。その結果、子どもの相談活動・救済制度は、子どもの自

己肯定感の向上、子どものエンパワメント、成長のための関係の再構築などの点から検討する

ことが重要であることが明らかになった。 
 
交付額  
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006年度 8,200,000 0 8,200,000 

2007年度 5,300,000 1,590,000 6,890,000 

2008年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

年度  

  年度  

総 計 14,700,000 1,950,000 16,650,000 

 
 
研究分野：社会福祉学 
科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 
キーワード：①社会福祉関係②子どもにやさしいまち③自治体子ども施策④子ども救済⑤子ど

もの意見表明・参加⑥子どもの安心⑦子どもの権利 
 
１．研究開始当初の背景 
子どもの権利条約が日本で批准されて 10

年間、家庭・学校・施設・地域社会において、

子どもに関わる様々な取り組みが進められ

てきていたが、虐待、体罰、いじめ、不登校

など、子どもをめぐる社会環境は相変わらず

厳しく、中でも子ども救済への取組は喫緊の

課題であった。しかも、子ども救済の取組は、

家庭・学校・施設・地域社会それぞれが別個

に問題解決の糸口を探っているのが現状で、

それらをトータルに捉え、子どもが育つ「ま

ち」づくりの視点から、子ども救済に取り組

む姿勢が求められていると思われた。 
また、日本各地で子ども救済制度の整備に

取り組む自治体が相次いでいたが、制度の評

価方法や、評価指標をはじめとした研究開発

は、いまだ着手されていない状況であった。 
このように、本研究は、子どもが育つ家

庭・学校・施設・地域社会という「まち」全

体の環境の悪化と、子どもの心身の健康を脅

かす状況に歯止めがかからない現状を背景

としている。 



２．研究の目的 
 日本と韓国はともに、急激な産業化・都市
化、消費社会や情報化社会の拡大、あるいは
少子化の進行といった社会変化のなかで、伝
統的な共同体や家族の枠組みが大きく変容
し、核家族化の進行、離婚や単親家庭の増加、
家族機能の弱体化が見られる。また厳しい経
済状況のなかで「格差社会化」が加速し、厳
しい受験競争、過熱化する早期教育が行われ、
子どもの安心・安全が脅かされる現状が見受
けられる。 
 本研究は、このような近似性や共通性をも
つ両国における子どもの問題状況（子ども虐
待、体罰、いじめ、非行など）の現状を把握・
分析しつつ、そのような状況の子どもの安
心・安全を保障する相談機関・救済制度の実
施状況について、国、自治体、NGO レベル
で検証し、問題解決の視点や方法を見出そう
というものである。 
そこで、下記に挙げる 3点を柱に、教育・

福祉・法律の研究者と自治体職員・教職員・
弁護士等とともに、子ども救済制度の実施方
法と内容、有効性や課題について、日本・韓
国・国際レベルで学際的に分析検討し、制度
の有効性を高めるための評価システムを構
築し、国・自治体・学校それぞれが今後取り
組むべき課題と果たすべき役割を考察する
とともに、今後の方向性を提示することを目
的とした。 
 
(1) 日本で現在取り組まれている子ども救済
制度の全体像と各取組の特徴・課題を把握す
る（国／地方／学校レベル）―国内グループ 
 
(2) 韓国における子ども救済制度の特徴・課
題と、国・地方レベルの取組の全体像を把握
する（韓国・国家人権委員会、富川市、釜山
市など）―韓国グループ 
 
(3) 子どもの権利条約・国連子どもの権利委
員会による日本に対する 2度の総括所見・ユ
ニセフの国際戦略「子どもにやさしいまち」
等の国際基準に見られる、子ども救済制度の
あり方を把握する（ユニセフ・イノチェンテ
ィ研究センター「子どもにやさしいまち」国
際事務局など）―国際グループ 
 
３．研究の方法 
研究分担者及び研究協力者を以下の３

つにグループ分けをし、研究を遂行した。 
(1) 国内グループ 
日本で現在取り組まれている子ども救済制

度の全体像と各取組の特徴・課題を把握する

ため、自治体の調査報告書や他調査のデータ

収集を行うとともに、独自に子ども救済制度

に取り組む自治体の制度実施状況と子ど

も・おとなの意識・実態に関する調査へアン

ケート調査（子ども（11－17 歳）1000 及び
おとな（18歳以上）1000人）を行う 
 
(2)韓国グループ 
国レベルで子どもの救済に関する取組を
進める韓国の子ども施策・制度の推進・実施
状況を把握するため、韓国・国家人権委員会
等への訪問調査および日韓共同研究会（年２
回）を通して韓国研究者との共同分析を行う 
 
(3)国際グループ 
世界各地の子ども救済制度の実施状況に
関わるデータ収集を目的に、世界各地の子ど
も救済システムに関する情報を収集し、調査
研究を行っているユニセフ・イノチェンティ
研究センター（イタリア・フィレンツェ）、
国連（スイス・ジュネーブ）へ訪問調査を行
う 
 
４．研究成果 
研究成果は以下の項目に分類することが
できる。 
(1)日韓における子どもの安心・安全と救済
研究 
①日本における子どもの権利の現状・課題・
展望 
 国連子どもの権利委員会の総括所見等を
踏まえつつ、日本社会全体、あるいは実践領
域を含めて、子どもの権利実現の現段階、成
果と展望を検証した。 
②韓国における子どもの権利研究の現状と
課題 
 韓国における子どもの権利に関する研究
および活動動向と課題について、韓国の子ど
もの権利運動や法・制度・政策、「韓国子ど
もの権利学会」活動等の歴史を通じて概観し
たうえで、児童虐待と放任に関する研究、要
保護子どもの権利保護、子ども参加、子ども
の権利研究と教育、といった柱について、研
究が進展している現状を押さえ、昨今の子ど
も法・政策の転換の動き課題について、検証
した。 
③日韓における子どもの安心・安全と救済研
究の将来 
 「子どもの安心・安全と救済」に関する東
アジアモデルの構築を目指し、子どもの権利
救済のための公的第三者機関たる子どもオ
ンブズパーソン制度の検証を重要課題と位
置づけたうえで、日本と韓国における子ども
観や「救済」概念の語られ方を比較検討した。 
 
(2)日本における子どもの安心と権利救済制
度 
①子どもの安心と救済に関する実態・意識調
査 
日本における子どもの安心と権利救済制度
の実態と課題を把握するため、独自に子ども



救済制度に取り組む札幌市を例に、自治体の
制度実施状況と子ども・おとなの意識・実態
に関する調査を行った。 
 今回の調査の結果から、子どもの安心は、
その子どもの自己肯定感と密接に関係して
いることが改めて見られ、それゆえ、家庭や
学校や地域社会において、子どもの自己肯定
感を豊かにすることのできる社会的な関係
や環境の必要性がより認識されることとな
った。 
このような子どもの相談・救済をめぐる状
況の中で、本調査の結果にも表れているよう
な子どもの現実に即し、子どもが安心して利
用できる相談・救済制度の整備が求められて
いる。 
 この相談・救済制度の設置にあたって、本
調査の結果で明らかになったように子ども
の実態とおとなの子ども認識にはズレがあ
ることをふまえ、相談・救済制度のあり方や
内容に子どもの意見が反映されること、相
談・救済の取り組みにおいても、子どもを救
済の客体・対象にするのではなく、解決の主
体として位置づけて子どもの救済・回復に努
めること、相談・救済制度は、子どもの権利
侵害の現実やその対応の現状からして子ど
も固有のものにすることが、重要な視点とし
て指摘しうる。 
②自治体における子どもの安心・救済政策 
 地方自治体における子どもを支援する取
組について「子ども相談・救済」「子どもの
居場所」「子ども計画」「子ども条例」の側面
から、自治体関係者・NPO等に対するヒアリ
ングを踏まえつつ、取り組みの現段階と成果
を明らかにし、展望と課題を提示した。 
③日本における子どもの権利救済制度 
 日本における子どもの救済制度を国・自治
体レベル（法務省・厚生労働省・文部科学省、
川西市等の子どもオンブズパーソン）、学校
レベル（スクールカウンセラー・スクールソ
ーシャルワーカー）について検証し、その特
質と意義を明らかにした。 
④子どもの安心と子ども支援の新展開 
 近年展開する子どもに関わる法改正や政
策・制度設計の変革に注目しつつ、変容する
地域への支援や子ども支援の専門家との連
携の重要性とそれらを踏まえたまちづくり
の視点を提唱した。 
⑤子どもにやさしいまちづくりと日本の自
治体 
 ユニセフが提唱する「子どもにやさしいま
ち」の基本理念と骨子（子ども参加、子ども
にやさしい法的枠組み、まち全体の子どもの
権利戦略、子どもの権利部局、政策評価、子
どもに関わる予算）および国連・子どもの権
利委員会総括所見に則して条例などの自治
体における子ども施策を検証し、日本におけ
る成果と課題を明らかにした。 

 
(3)韓国における子どもの権利の現状と課題 
①韓国における子どもの権利救済制度の現
状と課題 
 韓国における子どもの権利の状況を踏ま
えたうえで、国家人権委員会や青少年委員会、
児童政策調整委員会、人権センターなどの
国・地域レベルでの救済機関および性的虐待
や性売買、少年司法といった問題別の保護シ
ステムの成果と課題を検証した。 
②韓国の青少年カウンセリングの現状と課
題 
 国家機関である青少年カウンセリングセ
ンターおよび当該機関が中心となっている
地域社会背少年統合支援ネットワークを検
証することにより、韓国における青少年相談
の現状とその課題を浮き彫りにした。 
③韓国における子ども相談の実際と権利保
障 
 韓国における子ども相談の歴史を明らか
にし、とくに問題となっている虐待された子
ども・施設で生活する子ども・多文化家庭の
子どもの相談の現状と課題を検証した。その
際、相談過程における子ども・親・相談員の
権利も検討した。 
④韓国におけるいじめ防止政策とその課題 
 いじめ（校内暴力）に対する韓国の現状と
その防止・根絶を目的とする政策および学校
内・教育委員会における積極的な支援体制を
はじめとするいじめの救済制度の現状と課
題を検証した。 
⑤韓国におけるいじめの現況と対策の課題
－精神医学の立場から 
 いじめを受けた子どもの治療という精神
医学の視点から、事例を検討しつつ、子ども
の保護と救済の課題を探った。 
⑥韓国におけるインターネット中毒と学校
暴力 
 いじめの現状を小学生中心に広がるイン
ターネット中毒といじめの関連に焦点をあ
て、検証した。 
⑦韓国における「保護少年」の現況と保護 
 データを用い韓国における少年非行の現
状と、日本と同様に処罰年齢の引き下げが検
討される少年法などの少年司法の動向を検
討した。 
⑧韓国における子ども政策の評価と子ども
の権利 
 子どもの権利をモニタリングする「子ども
の権利モニタリングセンター」およびそこで
のオンブズパーソンの役割を踏まえたうえ
で、韓国における子ども政策の課題を検証し、
子どもの権利実現のための提言を行った。 
 
(4)国連・ユニセフと子どもの権利救済 
①子どもの権利をめぐる国際的動向と国
連・子どもの権利委員会 



 子どもの権利条約の一般原則の一つであ
る「子どもの意見の尊重・参加」の意味とそ
の重要性を確認したうえで、国連において進
められている条約機関の改革と障害者権利
条約の採択などに代表される人権分野での
新たな進展をも視野に入れながら、子どもの
権利委員会の一般的討議と採択される一般
的意見を中心に委員会の成果と動向を検証
した。 
②ユニセフ「子どもにやさしいまち」と子ど
も救済 
 ユニセフの提唱する「子どもにやさしいま
ち」の基本理念と変容する子ども観を踏まえ、
子どものための独立した人権救済機関の重
要性とその要件を国際的に検証し、ノルウェ
ーにおける子どもオンブズマンと川西市に
代表される日本型のアドボカシー機関の役
割と特徴を検討した。 
 
３年間の共同研究において強調されてき
た点は、子どもの権利侵害の現状や、それに
対応する相談・救済制度の効果などについて、
子どもの視点から（子どもの現実、子どもの
思いや願いなどをふまえつつ）検討する必要
性である。また、子どもの相談・救済につい
て、福祉・家族・教育・少年司法・医療等の
諸分野と、国・自治体・学校・施設、弁護士
会・ＮＧＯレベルと、多様に存在する制度・
システムを個別にその現状や効果を検討す
ると同時に、子どもの視点から総合的に検討
する必要性である。 
裁判による解決、裁判外の解決、あるいは
福祉的解決、教育的解決、警察的解決の意味
と課題について、今後検討していくことが必
要であることが明らかになった。 
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日韓共同研究」（2009年 3月） 
②報告書「札幌市子どもの安心と救済に関す
る実態・意識調査」（札幌市子どもの安心
と救済に関する実態・意識調査チーム、
2008年 4月） 
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